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本資料の目的 

1. 本資料は、第7回サステナビリティ基準委員会（2023年1月18日開催）において聞か

れた意見をまとめたものである。 

 

聞かれた意見 

「サステナビリティ基準委員会の審議テーマ」に対する意見（審議事項(1)関連） 

2. 「サステナビリティ開示基準の開発に係る適正手続に関する規則」第21条第3項に

従い、緊急性がある等の場合における審議テーマとして、国際サステナビリティ基

準審議会（ISSB）の「IFRS S1号『サステナビリティ関連財務情報の開示に関する

全般的要求事項』」（S1基準）及び「IFRS S2号『気候関連開示』」（S2基準）を踏

まえた日本基準の開発に取り組むという事務局の提案に賛同する。 

 ISSBでも検討が進む中、また、金融審議会のディスクロージャーワーキング・グ

ループ報告においても、我が国におけるサステナビリティ開示基準として当委員会

の開発する開示基準を念頭に置いた動きが想定されている中、当委員会としても早

急に日本版S1基準及び日本版S2基準の開発を進めるべきと思われる。 

 

「サステナビリティ基準委員会が開発するサステナビリティ開示基準の範囲」に対す

る意見（審議事項(2)関連） 

（目標とする日本基準の公表時期） 

3. S1基準及びS2基準を踏まえた日本基準の公表時期を検討するにあたって、欧州と米

国の動向は重要である。このため、仮にISSBが2023年6月末までに確定した基準を

公表した場合、日本基準の公開草案を2023年度中、日本基準の確定基準を2024年度

中に公表するというのは、適切な時期であると思われる。ただ、日本基準を公表し

た直後に法定開示又は強制開示が要請されるわけではない点は、誤認を招かぬよう

明示しておくべきと思われる。 
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4. 「早期適用」については、日本企業として関心の高い部分であり、詳細な説明が必

要であると考えられる。そのため、公開草案や確定基準の公表目標時期とは別に、

「開発された日本基準に準拠する」ということが何を意味するか等を明確にしつつ、

丁寧に説明すべきではないか。 

5. 日本基準に関する目標公表時期だけではなく、企業により当該基準に則った開示が

なされる時期についても記載してほしい。 

（当委員会が開発する日本基準の範囲） 

6. 「当委員会が開発する日本基準の範囲」という表現は一般的に用いられる表現では

ないため、例えば「ISSBの公表したマテリアルにつき、国際的な整合性の観点から

日本基準に含めるべきものについて、当該マテリアルを参照した上で日本基準の開

発を検討する。」といった、補足説明が必要ではないか。 

7. 保証に関する今後の議論等にも備えるため、当委員会が開発する日本基準の範囲に

含めないとしているS1基準に関する例示的ガイダンスやS2基準の付録B「産業別開

示要求」などについても、当委員会としてどのような形で取り扱うのが適切か議論

を重ねるべきではないか。 

8. 例えば、サステナビリティ関連のリスク及び機会の識別に関するガイダンスや重要

性に関するガイダンスなど、必要性が高いと思われる概念や実務上の指針を示すよ

うな文書は、日本基準に対応する上で重要な位置付けとなる可能性があると考えら

れる。このため、当委員会としても、これらのマテリアルを日本基準の範囲に含め

ることを検討すべきではないか。このようなマテリアルの取扱いについて明確化し

てほしい。 

9. ISSBが「規範性がない」と位置付けたマテリアルの中には、非常に重要なことが記

載されている可能性があり、何らかの形で整理した方が良い。 

10. ISSBが公表するマテリアルのうち、「結論の根拠」や例示的ガイダンスについては、

その必要性や当委員会のリソース等を勘案した上で、日本基準の開発の過程で日本

基準に取り込むか否か検討がなされると理解した。当委員会として開発する規範性

のないガイダンスを日本基準と同じタイミングで公表するかどうかは、日本基準の

開発を最優先とした上で、当委員会のリソースを踏まえ検討されるものと認識して

いる。 

11. ISSBが公表するマテリアルのうち、「結論の根拠」は基準を理解する上で重要な要
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素と考えられるため、日本基準の開発範囲には含まれなくとも、当委員会の公表す

る文書には含めるべきではないか。 

（その他） 

12. 例えば、経済産業省主催のGXリーグなどで気候変動関連の情報開示のあり方を検討

しているワーキンググループがある。日本基準の範囲の検討にあたっては、同ワー

キンググループや関係諸団体などと意見交換を行うことも検討すべきではないか。 

13. 外部組織の公表する指針等の参照は、ISSB基準の大きな特徴の1つと認識している。

当委員会としても、SASBスタンダードやGHGプロトコル基準など、参照する指針等

の取扱いにつき、方針を持つ必要があるのではないか。 

 方針の選択肢は、①原文を直接参照する、②当委員会として何らかの対応する文

書を作る、③何もしないという三択と考えられるものの、外部組織の公表する指針

等の参照についてのオプションや対応についても検討すべきではないか。 

 

「国際サステナビリティ基準審議会における審議の状況」に対する意見（審議事項(3)

関連） 

（基本的な概念（AP3A）） 

14. S1基準案の目的に関する暫定決定は国際統合報告評議会（IIRC）の国際統合報告フ

レームワークをベースとした表現を当てはめている状況にあるため、主題が明確で

なく、何を伝えようとしているのか判然としない。 

 今後、サステナビリティ報告が何を伝えていくものなのかにつき、ISSBと整合性

を取りつつも、当委員会として検討することも必要なのではないかと思われる。 

（ファイナンス及びファシリテーションに係る排出（AP4D）） 

15. TCFD開示で「炭素関連資産」に関して企業の貸借対照表や損益計算書へのインパク

トを開示する流れがある中、ISSB基準で「炭素関連産業」という記述が削除される

ことは、TCFD開示とISSB基準との連携に懸念を感じる。 

（情報要請（RFI）に含めるべきプロジェクト（AP2）） 

16. 「潜在的なリサーチ・プロジェクト」として「生物多様性、生態系及び生態系サー

ビス」、「人的資本」及び「人権」の3項目が挙げられていることは、注目すべき点



  審議事項(3) 

 

4 

 

と認識している。 

17. 以前のISSBのボード会議では8項目ほどが候補に挙げられていた中、今回のISSBボ

ード会議で3項目に絞られているが、情報要請に対するコメントとしてそれ以外の

項目を提案することを排除しているわけではないと理解している。 

 

「サステナビリティ基準委員会等運営規則の改正（非公開）」に対する意見（審議事項

(4)-1及び(4)-2関連） 

（当委員会の運営に関する事項は非公開のため、記載しない。） 

 

以 上 


